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公布された規則のあらまし

◇鳥取県立保育専門学院学則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 授業料の徴収における出納事務の効率化を図るため、授業料の納付時期について所要の改正を行う。

(２) 学校教育法の一部が改正され、盲学校、聾学校及び養護学校が特別支援学校とされることに伴い、所
ろう

要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 授業料を納付する期限を、毎月の末日（現行 原則毎月10日）とする。

(２) 保育専門学院の修業教科目の履修により修得したものとみなされる単位について定めた規定中、盲学

校、聾学校及び養護学校を特別支援学校に改める。
ろう

(３) 所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成19年４月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇看護職員修学資金貸付規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

看護職員修学資金の返還免除要件を的確に確認するため、就業場所移転届の様式の記載事項について所要の

改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 就業場所移転届の記載事項に新しい就業場所での職種を加える。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成19年４月１日とする。

◇鳥取県立鳥取看護専門学校学則等の一部改正について

１ 規則の改正理由

授業料の徴収における出納事務の効率化を図るため、授業料の納付時期について所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 次の規則について、授業料を納付する期限を、毎月の末日（現行 原則毎月10日）とする。

ア 鳥取県立鳥取看護専門学校学則

イ 鳥取県立倉吉総合看護専門学校学則

ウ 鳥取県立歯科衛生専門学校学則

(２) 施行期日は、平成19年４月１日とする。

◇廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 産業廃棄物処理業等に係る許可の適正な運用を図るため、許可証の書換え手続等について定める。

(２) 鳥取県総合事務所設置条例等の一部改正に伴う所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 産業廃棄物処理業許可証の記載事項に係る変更の届出等により当該許可証の書換えを必要とする場合に

は、当該許可証を書き換えて交付する。

(２) 総合事務所長の定義において引用する鳥取県総合事務所設置条例の条項を改める。

(３) 施行期日は、平成19年４月１日とする。

平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号
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平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号

◇鳥取県建築基準法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

倉吉市がすべての建築確認に関する事務をつかさどるために建築主事を置くこととすること等に伴い、所要

の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 構造計算の積雪荷重に関し県が定める区域から、倉吉市を除く。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成19年４月１日とする。
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規 則

鳥取県立保育専門学院学則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月27日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第19号

鳥取県立保育専門学院学則の一部を改正する規則

鳥取県立保育専門学院学則（昭和53年鳥取県規則第16号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が

存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（休業日） （休業日）

第５条 学院の休業日は、次のとおりとする。 第５条 学院の休業日は、次のとおりとする。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 夏季、冬季及び春季において、学年を通じ12 (３) 夏季、冬季及び春季において、学年を通じ12

週間を超えない範囲で院長（学院の長をいう。以 週間を超えない範囲で知事が定める日

下同じ。）が定める日

(４) 前３号に定めるもののほか、院長が定める日 (４) 前３号に定めるもののほか、知事が定める日

２ 院長は、教育上必要があると認めるときは、前項 ２ 知事は、教育上必要があると認めるときは、前項

第１号から第３号までに掲げる休業日を変更するこ 第１号から第３号までに掲げる休業日を変更するこ

とができる。 とができる。

（単位の算定方法） （単位の算定方法）

第６条の２ 修業教科目の単位数は、次に掲げる基準 第６条の２ 修業教科目の単位数は、次に掲げる基準

により算定するものとする。 により算定するものとする。

(１) 授業の方法が講義及び演習であるものについ (１) 授業の方法が講義及び演習であるものについ

ては、15時間から30時間までの範囲内で院長が別 ては、15時間から30時間までの範囲内で知事が別

に定める時間の授業をもって１単位とする。ただ に定める時間の授業をもって１単位とする。ただ

し、別表第１の必修科目の項に掲げる修業教科目 し、別表第１の必修科目の項に掲げる修業教科目

及び同表の選択必修科目の項の基礎技能に掲げる 及び同表の選択必修科目の項の基礎技能に掲げる

修業教科目の授業で個人指導による演習に該当す 修業教科目の授業で個人指導による演習に該当す

るものについては、院長が別に定める時間の授業 るものについては、知事が別に定める時間の授業

をもって１単位とすることができる。 をもって１単位とすることができる。

(２) 授業の方法が実習及び実技であるものについ (２) 授業の方法が実習及び実技であるものについ

ては、30時間から45時間までの範囲内で院長が別 ては、30時間から45時間までの範囲内で知事が別

に定める時間の授業をもって１単位とする。 に定める時間の授業をもって１単位とする。

２ 略 ２ 略
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（単位の修得） （単位の修得）

第７条 略 第７条 略

２ 略 ２ 略

３ 第１項の出席時間数は、出席すべき時間数の３分 ３ 第１項の出席時間数は、出席すべき時間数の３分

の２以上を満たさなければならない。ただし、院長 の２以上を満たさなければならない。ただし、知事

が特にやむを得ない理由があると認めたときは、こ が特にやむを得ない理由があると認めたときは、こ

の限りでない。 の限りでない。

（入学前の既修得単位等の認定） （入学前の既修得単位等の認定）

第７条の２ 院長は、教育上有益と認めるときは、学 第７条の２ 知事は、教育上有益と認めるときは、学

生が学院に在学する間に他の指定保育士養成施設 生が学院に在学する間に他の指定保育士養成施設

（児童福祉法第18条の６第１号に規定する指定保育 （児童福祉法第18条の６第１号に規定する指定保育

士養成施設をいう。以下同じ。）において履修した 士養成施設をいう。以下同じ。）において履修した

教科目又は入学前に指定保育士養成施設で履修した 教科目又は入学前に指定保育士養成施設で履修した

教科目について修得した単位を、30単位を超えない 教科目について修得した単位を、30単位を超えない

範囲で、学院の修業教科目の履修により修得したも 範囲で、学院の修業教科目の履修により修得したも

のとみなすことができる。 のとみなすことができる。

２ 院長は、指定保育士養成施設以外の学校等（大 ２ 知事は、指定保育士養成施設以外の学校等（大

学、高等専門学校、高等学校の専攻科若しくは特別 学、高等専門学校、高等学校の専攻科若しくは盲学

支援学校の専攻科、専修学校の専門課程又は学校教 校、聾学校若しくは養護学校の専攻科、専修学校
ろう

育法（昭和22年法律第26号）第56条第１項に規定す の専門課程又は学校教育法（昭和22年法律第26号）

る要件を入学資格とする各種学校をいう。）で履修 第56条第１項に規定する要件を入学資格とする各種

した教科目（別表第１の教養科目の項に掲げる修業 学校をいう。）で履修した教科目（別表第１の教養

教科目に相当する教科目に限る。）について修得し 科目の項に掲げる修業教科目に相当する教科目に限

た単位を、学院の修業教科目の履修により修得した る。）について修得した単位を、学院の修業教科目

ものとみなすことができる。 の履修により修得したものとみなすことができる。

（入学志願手続） （入学志願手続）

第11条 学院への入学を志願する者（以下「入学志願 第11条 学院への入学を志願する者（以下「入学志願

者」という。）は、所定の期日までに、入学願書 者」という。）は、所定の期日までに、入学願書

（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて院長に提 （様式第４号）に次に掲げる書類を添えて知事に提

出しなければならない。 出しなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（入学の許可） （入学の許可）

第12条 略 第12条 略

２ 入学の許可を受けようとする者は、入学許可願 ２ 入学の許可を受けようとする者は、入学許可願

（様式第４号の２）を院長に提出しなければならな （様式第４号の２）を知事に提出しなければならな

い。 い。

３ 院長は、前項の入学許可願の提出があった場合に ３ 知事は、前項の入学許可願の提出があった場合に

おいて、支障がないと認めたときは、当該入学許可 おいて、支障がないと認めたときは、当該入学許可

願を提出した者の入学を許可するものとする。 願を提出した者の入学を許可するものとする。

４ 院長は、前項の規定により、入学許可願を提出し ４ 知事は、前項の規定により、入学許可願を提出し

た者の入学を許可したときは、入学許可書（様式第 た者の入学を許可したときは、入学許可書（様式第

４号の３）をその者に交付するものとする。 ４号の３）をその者に交付するものとする。
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（入学手続） （入学手続）

第13条 入学を許可された者は、所定の期日までに、 第13条 入学を許可された者は、所定の期日までに、

次に掲げる書類を院長に提出しなければならない。 次に掲げる書類を知事に提出しなければならない。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

２ 略 ２ 略

（誓約書の提出） （誓約書の提出）

第14条 生徒は、保証人に変更があったときは、直ち 第14条 生徒は、保証人に変更があったときは、直ち

に、誓約書（様式第６号）を院長に提出しなければ に、誓約書（様式第６号）を知事に提出しなければ

ならない。 ならない。

（住所等の変更の届出） （住所等の変更の届出）

第15条 生徒は、その住所若しくは氏名又は保証人の 第15条 生徒は、その住所若しくは氏名又は保証人の

住所若しくは氏名に変更があったときは、直ちに、 住所若しくは氏名に変更があったときは、直ちに、

その旨を院長に届け出なければならない。 その旨を知事に届け出なければならない。

（休学及び退学） （休学及び退学）

第16条 生徒は、病気その他の理由により休学又は退 第16条 生徒は、病気その他の理由により休学又は退

学をしようとするときは、休学願（様式第７号）又 学をしようとするときは、休学願（様式第７号）又

は退学願（様式第８号）を院長に提出し、その許可 は退学願（様式第８号）を知事に提出し、その許可

を受けなければならない。 を受けなければならない。

２ 前項の許可のうち、休学に係る許可の期間は、１ ２ 前項の許可のうち、休学に係る許可の期間は、１

年以内とする。ただし、院長は、特別の理由により 年以内とする。ただし、知事は、特別の理由により

必要があると認めるときは、１年以内に限りその期 必要があると認めるときは、１年以内に限りその期

間を延長することができる。 間を延長することができる。

３ 院長は、第１項に休学願の提出があったときは、 ３ 知事は、第１項に休学願の提出があったときは、

休学の許可に必要な限度において、生徒に対し、医 休学の許可に必要な限度において、生徒に対し、医

師の診断書その他必要と認める書類の提出又は報告 師の診断書その他必要と認める書類の提出又は報告

を求めることができる。 を求めることができる。

（復学） （復学）

第17条 休学中の生徒は、その理由がなくなったため 第17条 休学中の生徒は、その理由がなくなったため

復学しようとするときは、復学願（様式第９号）を 復学しようとするときは、復学願（様式第９号）を

院長に提出し、その許可を受けなければならない。 知事に提出し、その許可を受けなければならない。

２ 院長は、前項の復学願の提出があったときは、復 ２ 知事は、前項の復学願の提出があったときは、復

学の許可に必要な限度において、生徒に対し、医師 学の許可に必要な限度において、生徒に対し、医師

の診断書その他必要と認める書類の提出又は報告を の診断書その他必要と認める書類の提出又は報告を

求めることができる。 求めることができる。

（除籍） （除籍）

第18条 院長は、生徒が次の各号のいずれかに該当す 第18条 知事は、生徒が次の各号のいずれかに該当す

るときは、除籍をすることができる。 るときは、除籍をすることができる。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略
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（授業料の納付） （授業料の納付）

第18条の２ 毎月分の授業料は、その月の末日までに 第18条の２ 授業料は、毎月10日までに納付しなけれ

納付しなければならない。 ばならない。ただし、４月分の授業料については４

月20日、８月分の授業料については９月10日までに

納付しなければならない。

２ 略 ２ 略

（授業料等の減免） （授業料等の減免）

第18条の５ 略 第18条の５ 略

２ 授業料、入学選抜手数料及び入学料の減免を受け ２ 授業料、入学選抜手数料及び入学料の減免を受け

ようとする者は、授業料等減免申請書（様式第９号 ようとする者は、授業料等減免申請書（様式第９号

の２）にその理由を証明する書類を添えて院長に提 の２）にその理由を証明する書類を添えて知事に提

出しなければならない。 出しなければならない。

（表彰） （表彰）

第19条 院長は、学業成績が優秀で品行が方正であ 第19条 知事は、学業成績が優秀で品行が方正であ

り、かつ、他の生徒の模範となると認められる生徒 り、かつ、他の生徒の模範となると認められる生徒

があるときは、これを表彰することができる。 があるときは、これを表彰することができる。

（懲戒） （懲戒）

第20条 院長は、教育上必要があると認めたときは、 第20条 知事は、教育上必要があると認めたときは、

その事情により、生徒に対して訓告、停学又は退学 その事情により、生徒に対して訓告、停学又は退学

の処分を行うことができる。ただし、退学は、次の の処分を行うことができる。ただし、退学は、次の

各号のいずれかに該当する生徒に限り行うことがで 各号の一に該当する生徒に限り行うことができる。

きる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

（健康診断の実施）

第21条 院長は、生徒に対し、年１回以上健康診断を 第21条 知事は、生徒に対し、年１回以上健康診断を

行わなければならない。 行わなければならない。

（寄宿舎の設置等）

第22条 略 第22条 略

２ 寄宿舎に入舎しようとする者は、入舎願（様式第 ２ 寄宿舎に入舎しようとする者は、入舎願（様式第

10号）を院長に提出し、その許可を受けなければな 10号）を知事に提出し、その許可を受けなければな

らない。 らない。

３ 略 ３ 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正前の鳥取県立保育専門学院学則第７条の２第２項に規定する盲学校、聾学校又は養護学校の専攻科で
ろう

履修した教科目は、改正後の鳥取県立保育専門学院学則第７条の２第２項に規定する特別支援学校の専攻科で

履修した教科目とみなして同項の規定を適用する。
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平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号

看護職員修学資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月27日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第20号

看護職員修学資金貸付規則の一部を改正する規則

看護職員修学資金貸付規則（昭和37年鳥取県規則第69号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が

存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（修学資金の額等） （修学資金の額等）

第４条 修学資金の月額は、次の表の左欄に掲げる者 第４条 修学資金の月額は、次の表の左欄に掲げる者

について、同欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表 について、同欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める額とする。 の右欄に定める額とする。

区分 月額 区分 月額

１ 第２ ア 国（国立大学法人法（平 32,000円 １ 第２ ア 国（国立大学法人法（平 32,000円

条第２ 成15年法律第112号）第２条 条第２ 成15年法律第112号）第２条

号アか 第１項に規定する国立大学 号アか 第１項に規定する国立大学

らウま 法人及び独立行政法人国立 らウま 法人及び独立行政法人国立

でに掲 病院機構法（平成14年法律 でに掲 病院機構法（平成14年法律

げる看 第191号）第２条に規定する げる看 第191号）第２条に規定する

護職員 独立行政法人国立病院機構 護職員 独立行政法人国立病院機構

養成施 を含む。以下同じ。）又は 養成施 を含む。以下同じ。）又は

設に在 地方公共団体（地方独立行 設に在 地方公共団体（地方独立法

学する 政法人法（平成15年法律第 学する 人法（平成15年法律第118号）

者 118号）第２条第１項に規定 者 第２条第１項に規定する地

する地方独立行政法人を含 方独立行政法人を含む。以

む。以下同じ。）が設置す 下同じ。）が設置する看護

る看護職員養成施設（学校 職員養成施設（学校教育法

教育法第１条に規定する大 第１条に規定する大学（短

学（短期大学を除く。以下 期大学を除く。以下「大学」

「大学」という。）を除く。 という。）を除く。イにお

イにおいて同じ。）に在学 いて同じ。）に在学する者

する者

略 略

略 略

２～４ 略 ２～４ 略

（償還の免除） （償還の免除）
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平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号

第12条 貸付金の返還に係る債務の免除については、 第12条 貸付金の返還に係る債務の免除については、

貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例（昭和 貸付金の返還に係る債務の免除に関する条例（昭和

44年鳥取県条例第35号。以下「条例」という。）の 44年10月鳥取県条例第35号。以下「条例」という。）

定めるところによる。 の定めるところによる。

様式第16号（第17条関係） 様式第16号（第17条関係）

就業場所移転届 就業場所移転届

年 月 日 年 月 日

鳥取県知事 様 鳥取県知事 様

修学生 郵便番号 修学生 郵便番号

住 所 住 所

氏 名 氏 名

電話番号 電話番号

下記のとおり、就業場所を移転しましたので、お届 下記のとおり、就業場所を移転しましたので、お届

けします。 けします。

１ 決定番号 第 号 １ 決定番号 第 号

２ 変更期日 年 月 日 ２ 変更期日 年 月 日

３ 就業の場所 新 ３ 就業の場所 新

旧 旧

４ 新しい就業場所での職種

上記のとおり相違ないことを証明します。 上記のとおり相違ないことを証明します。

年 月 日 年 月 日

新就業施設名 新就業施設名

雇入主氏名 ㊞ 雇入主氏名 ㊞

附 則

この規則は、平成19年４月１日から施行する。
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平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号

鳥取県立鳥取看護専門学校学則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月27日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第21号

鳥取県立鳥取看護専門学校学則等の一部を改正する規則

（鳥取県立鳥取看護専門学校学則の一部改正）

第１条 鳥取県立鳥取看護専門学校学則（昭和52年鳥取県規則第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（授業料の納付） （授業料の納付）

第18条の２ 毎月分の授業料は、その月の末日までに 第18条の２ 授業料は、毎月10日までに納付しなけれ

納付しなければならない。 ばならない。ただし、４月分の授業料については４

月20日、８月分の授業料については９月10日までに

納付しなければならない。

２ 略 ２ 略

（鳥取県立倉吉総合看護専門学校学則の一部改正）

第２条 鳥取県立倉吉総合看護専門学校学則（昭和52年鳥取県規則第14号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（授業料の納付） （授業料の納付）

第18条の２ 毎月分の授業料は、その月の末日までに 第18条の２ 授業料は、毎月10日までに納付しなけれ

納付しなければならない。 ばならない。ただし、４月分の授業料については４

月20日、８月分の授業料については、９月10日まで

に納付しなければならない。

２ 略 ２ 略

（鳥取県立歯科衛生専門学校学則の一部改正）

第３条 鳥取県立歯科衛生専門学校学則（昭和57年鳥取県規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の
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平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（授業料の納付） （授業料の納付）

第19条 毎月分の授業料は、その月の末日までに納付 第19条 授業料は、毎月10日までに納付しなければな

しなければならない。 らない。ただし、４月分の授業料については４月20

日、８月分の授業料については９月10日までに納付

しなければならない。

２ 略 ２ 略

附 則

この規則は、平成19年４月１日から施行する。
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平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月27日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第22号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改正する規則

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和58年鳥取県規則第18号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「追加条」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分（追加条を除く。）に改める。

改 正 後 改 正 前

（一般廃棄物処理施設設置許可証の書換え） （一般廃棄物処理施設設置許可証の書換え）

第２条の２ 循環型社会推進課長（鳥取県事務処理権 第２条の２ 循環型社会推進課長（鳥取県事務処理権

限規則（平成８年鳥取県規則第32号。以下「権限規 限規則（平成８年鳥取県規則第32号。以下「権限規

則」という。）第６条第１項の規定により知事の権 則」という。）第６条第１項の規定により知事の権

限に属する事務の委任を受けた鳥取県行政組織規則 限に属する事務の委任を受けた鳥取県行政組織規則

（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定により （昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定により

設置された循環型社会推進課の長をいう。以下同 設置された循環型社会推進課の長をいう。以下同

じ。）又は総合事務所長（権限規則第６条第１項の じ。）又は総合事務所長（権限規則第６条第１項の

規定により知事の権限に属する事務の委任を受けた 規定により知事の権限に属する事務の委任を受けた

鳥取県総合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第 鳥取県総合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第

40号）第３条に規定する総合事務所長をいう。以下 40号）第１条の規定により設置された総合事務所の

同じ。）は、法第９条第３項に規定する届出により 長をいう。以下同じ。）は、法第９条第３項に規定

許可証の書換えを必要とする場合には、当該許可証 する届出により許可証の書換えを必要とする場合に

を書き換えて交付するものとする。 は、当該許可証を書換えて交付するものとする。

（産業廃棄物処理業等の許可証の書換え）

第５条の２ 知事は、法第14条の２第３項若しくは第

14条の５第３項において準用する法第７条の２第３

項、法第15条の２の５第３項において準用する法第

９条第３項又は前条の規定による届出により許可証

の書換えを必要とする場合には、当該許可証を書き

換えて交付するものとする。

附 則

この規則は、平成19年４月１日から施行する。
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平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号

鳥取県建築基準法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年３月27日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第23号

鳥取県建築基準法施行細則の一部を改正する規則

鳥取県建築基準法施行細則（昭和48年鳥取県規則第34号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下

線が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改

め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （目的）

第１条 この規則は、建築基準法（昭和25年法律第 第１条 この規則は、建築基準法（昭和25年法律第

201号。以下「法」という。）、建築基準法施行令 201号。以下「法」という。）、建築基準法施行令

（昭和25年政令第338号。以下「政令」とい （昭和25年政令第338号。以下「政令」とい

う。）、建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40 う。）、建築基準法施行規則（昭和25年建設省令第40

号。以下「省令」という。）及び鳥取県建築基準法 号。以下「省令」という。）及び鳥取県建築基準法

施行条例（昭和47年鳥取県条例第43号。以下「条例」 施行条例（昭和47年鳥取県条例第43号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものと という。）の施行に関し必要な事項を定めることを

する。 目的とする。

（道路の位置の指定の変更等） （道路の位置の指定の変更等）

第９条 法第42条第１項第５号の道路の位置の指定の 第９条 法第42条第１項第５号の道路の位置の指定の

変更又は取消しを受けようとする者は、省令第９条 変更又は取消しを受けようとする者は、省令第９条

及び前条の規定の例により申請書を総合事務所長 及び前条の規定の例により申請書を総合事務所長

（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第 （鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第

32号）第６条第１項の規定により知事の権限に属す 32号）第６条第１項の規定により知事の権限に属す

る事務の委任を受けた鳥取県総合事務所設置条例 る事務の委任を受けた鳥取県総合事務所設置条例

（平成15年鳥取県条例第40号）第３条に規定する総 （平成15年鳥取県条例第40号）第１条の規定により

合事務所長をいう。以下同じ。）に提出しなければ 設置された総合事務所の長をいう。以下同じ。）に

ならない。 提出しなければならない。

２ 略 ２ 略

別表第３（第６条の２関係） 別表第３（第６条の２関係）

区域 基準積雪量（メー 標高に乗ずる数 区域 基準積雪量（メー 標高に乗ずる数

トル） 値 トル） 値

略 略

東伯郡 0.8 0.0036 倉吉市及び 0.8 0.0036

東伯郡

略 略
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附 則

この規則は、平成19年４月１日から施行する。

平成19年３月27日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第51号
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